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令和９年度諏訪市施策に対する要望について（案） 

 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

平素は当所の活動に対しまして格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。 

また諏訪市の抱える多くの課題の解決に向けて、積極的にお取り組みいただいているこ

とに対しまして深く敬意を表します。 

このたび、当所では地域の中小企業・小規模事業者の活性化と活力ある地域経済の発展

のため、当所会員事業者から寄せられた様々な意見を集約し、令和９年度の諏訪市政、予

算編成に関して優先的にお取り組みいただきたい要望事項を取りまとめましたので、特段

のご高配を賜りますようお願いいたします。 
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要 望 事 項 

 

 

１．物価高騰等の影響を受ける事業者支援の継続について 

   

  令和７年度・８年度において、当所の要望を受け、「事業者間の取引を支援する地域 

応援券」を発行いただきありがとうございました。 

  原材料価格・エネルギー価格等の高騰に苦しむ多くの事業者から感謝の声が寄せられ 

ております。 

  つきましては、依然として終息が見えない物価高騰等の影響を受ける事業者の支援を

引き続き継続して実施していただきたい。 

 

２．食料品の消費税減税実施における市の対応について 

 

政府は令和９年４月から食料品の消費税を１％に引き下げる方針を閣議決定しま 

したが、この実施にあたっては、事業者がレジの改修や値札の付け替えの負担が生じ 

ることや外食産業離れへの懸念などの問題点が指摘されております。 

 市はこうした問題点に対する国の対応策に注視し、市内事業者に影響が出ないよう、 

市独自の支援などについても検討していただきたい。 

  

３．諏訪湖イベントひろば整備事業について 

 

諏訪市では、諏訪湖イベント広場の活用については、市民との市政懇談会やサウンデ 

 ィング調査等を通じて、整備計画の具体案を策定しているところだと思いますが、現時 

点での進捗状況について公表していただくとともに、それを踏まえた整備計画の全体像 

のスケジュールを、確定している部分から順次早期に提示していただきたい。 

 

４．熊本地震を受けて 

 

  本年７月２８日、熊本県熊本地方を震源とする地震が発生し、多数の死傷者が出る

など甚大な被害を及ぼしました。 

今後想定される南海トラフ地震などに備え、次の事項について早急に対応していた 

だきたい。 

 

（１）通学路における石垣・ブロック塀等の安全点検の実施 

 （２）諏訪市体育館・小中学校体育館への冷房設備の早期導入 

 （３）上下水道の耐震化の整備 



 

５． 諏訪商工会議所（中小企業相談所）への補助金の増額について 

 

  諏訪商工会議所（中小企業相談所）は、国・県・市が打ち出す各種経済対策等につい

て、経営指導員を中心に企業等への周知、申請支援や相談業務に全力で取り組んでおり

ます。また諏訪市の各課が進める事業等の事業所への周知も優先的に取り組んでおりま

す。 

  つきましては、当所の職員体制を強化し、さらに諏訪市との連携を密にするととも

に、会議所独自の施策を実施するため、当所への補助金の増額を検討いただきたい 

 

６．小規模事業者向け「デジタル化導入補助金」創設について 

 

地域の小規模事業者における人手不足解消や生産性向上には、デジタル化の推進が不 

可欠です。しかし、国の「デジタル化ＡＩ導入補助金」等は想定される事業費や補助下 

限額が大きく、数万円から十数万円の規模のスモールスタートを望む小規模事業者の実 

情に合致していません。日々の相談業務でも業務効率化のためのデジタルツール導入を 

案内しますが投資金額がネックとなり導入に至らないケースが多々あり経営改善の機会 

を損失しています。 

つきましては、業務効率化アプリケーションやＰＯＳレジ等の導入に対し、少額・低 

ハードルで活用できる補助制度の創設を強く要望いたします。 

 

７．小規模事業者経営改善資金（マル経融資）への利子補給制度の創設について 

 

小規模事業者経営改善資金（マル経融資）は１９７３年に日本商工会議所が政府等に 

 働きかけ創設された融資制度（商工会議所の制度資金）です。 

この融資制度の特徴は、経営改善に取り組む小規模事業者を商工会議所が伴走支援を 

行い、経営改善に必要な資金調達を商工会議所が日本政策金融公庫に推薦するという小 

規模事業者と商工会議所の信頼関係と継続的な支援を可能とした政策的な制度です。 

しかしながら、最近の利上げ金融政策により金利が上がり続けており、経営基盤が弱 

い経営改善中の小規模事業者にとって大きな負担となっています。 

つきましては、小規模事業者の経営改善を資金面から支援し、経営の安定化を早期に 

再現し持続力を向上させるためにマル経融資に対する利子補給制度の創設を検討してい 

ただきたい。 

（参考）：令和 7年度推薦（融資決定）実績 

・事業者数：１２者  

・融資総額：６，３００万円 

 

 



８．市町村に交付される長野県宿泊税の使用使途に対する意見交換会の開催について 

 

諏訪市では、宿泊税の使途の検討や説明をする場として、（一社）諏訪観光協会、諏訪 

商工会議所、諏訪湖温泉旅館組合、諏訪市の４団体による「観光推進団体意見交換会」 

を開催していただいておりますが、それぞれの団体の会員・組合員が直接宿泊税の使途 

に対する意見や要望などができる意見交換会の場を設けていただきたい。 

 

９． 観光地としてのハード面の整備について 

 

  令和９年には諏訪が舞台となるＮＨＫ連続テレビ小説「巡るスワン」の放映、ＪＲの 

デスティネーションキャンペーンの開催、令和１０年には、御柱祭、信州やまなみ国ス 

ポ・全障スポの開催などにより多くの観光客が諏訪を訪れることが予想されます。 

諏訪に来られたお客様が満足してお帰りになり、また諏訪に来たいと思えるような受 

け入れ体制を構築することが必要です。 

  つきましては、次の事項について整備を加速していただきたい。 

 

（１）トイレの整備（ウォシュレット化） 

（２）バス駐車場の整備（間欠泉センター前に整備していただきましたが、さらに整備し

ていただきたい） 

（３）かりんちゃんバスのキャッシュレス化 

（４）上諏訪駅西口整備にあたり観光バスと一般車両とのすみわけ 

（５）諏訪湖畔に撮影スポットとなるようなモニュメントの設置 

（６）ＪＲ上諏訪駅諏訪湖口改札の新設（早期に実現できるようＪＲとの協議を進めてい

ただきたい） 

 

１０．豊田地区活性化ビジョンの策定について 

 

諏訪湖スマートインターチェンジアクセス道路の県道諏訪辰野線接続後には、豊田地 

区は新たな玄関口として交通量の増加が予測されます。 

豊田地区を単なる通過点にとどめず、インフラ整備の波及効果を最大化させるため、

諏訪市場の活用（食の安全、地産地消の拠点、ひいては防災拠点など）を含めた豊田地

区活性化ビジョンを策定していただきたい。 

 

１１．諏訪市ふるさと納税制度の改善について 

 

諏訪市には、市外在住の寄附者に対し、寄附金額の３割相当分を加盟店で使用できる 

ふるさと納税返礼品の仕組みが２種類あります。（旅先納税「SUWAギフト」・よいさ！ 

諏訪めぐり共通感謝券） 



納税額増加と諏訪市内事業者の販路拡大手法として有効な手段ですが、類似している 

制度が２つあるため、加盟店での利用、納税者に対する納税方法の違い等の説明が煩雑 

となり、人手不足等の事業者への負担が増えるといった課題があります。 

つきましては、類似した２つの仕組みについて納税者が選択、加盟店での利用に困ら 

ないよう、また事業者負担が軽減できるよう改善をお願いしたい。 

 

１２．防犯カメラ設置等に対する補助制度の創設について 

 

全国的に匿名・流動型犯罪、いわゆるトクリュウによる強盗、窃盗など凶悪犯罪が増 

加しており、市民の防犯意識が高まっています。 

市民の安心安全な生活を支援するため、防犯カメラ設置等の補助制度を創設していた 

だきたい。 

 


